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研究成果の概要（和文）：本研究では、小学校英語を事例に、これまで示されてきたエビデンスのレビューに基
づいて、英語教育研究・教育政策において利用可能な「エビデンス階層」を探究した。ついで、英語授業の実態
および中高生の英語運用能力の経年データを用い、学校リスク研究の知見・成果を参照しながら、エビデンスの
産出・活用モデルの構築に取り組んだ。エビデンスとしてどのような情報が提供されるべきかということに関し
て、英語教育の効果検証の枠組みを検討するため、PK-Test (根岸・村越, 2013)の分析を通じて共通成果変数の
策定可能性を検討した。

研究成果の概要（英文）：This study examined the hierarchy of evidence available to the current 
English language education research and policy making through examining the case of elementary 
school English education program. Then, it built a model for producing and utilizing evidence based 
on the longitudinal data on junior high and high school classes and students’ proficiency. Finally,
 it analyzed the PK-Test (Negishi and Murakoshi, 2013) and investigated the possibility of common 
measurement variables in order to consider what kind of evidence should be informed in English 
language education research and policies.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的・社会的意義は、これまでの研究・実践の多くが，エビデンスを「つかう」側に終始し， 
それを「つくる」，あるいは評価する立場を積極的に担ってはこなかった現状にあって、国内の英語教育の政策
的・実践的判断にエビデンスに基づく評価を与えた点、および実証的なデータに基づいて産出・活用のモデルを
構築することによって「エビデンスに裏打ちされた英語教育政策と実践」に対する基盤を得ようとした点に求め
られる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

1990 年初頭に広がった「エビデンスに基づく医療」の議論を受け，国際的にも国内的にも「エ
ビデンス」に基づいて教育政策が論じられ、学校種に依らず教育実践がその影響を受けるよう
になった(Bridges, Smeyers, & Smith (Eds.), 2009; Dumont, Istance, & Benavides, 2010; 
Hammersely (Ed.), 2007; 今井, 2015; OECD, 2007; 大槻他, 2012; Thomas, & Pring (Eds.), 
2004)。 
英語教育も例外ではなく，種々の議論において，文部科学省・国立教育政策研究所による学

習指導要領の実施状況調査や，ベネッセ教育総合研究所による学習者の意識・能力に関する調
査結果が参照されてきた。しかし，これまでの英語教育政策・実践におけるエビデンスの扱い
には大きく 2 つの問題があったと言える。1 つは，エビデンスを「つくる」過程に対する評価
が十分に行われてきたとは言えず，「エビデンス階層」(Oxford Centre for Evidence-based 
Medicine, 2009)の観点で見た場合，これまでの調査等は政策的・実践的判断を裏づける妥当性
を持ち得ていなかった(寺沢, 2015; 亘理, 2015)。もう 1 つは，英語教員の多くが，因果推論を
条件的に可能とする質の高いエビデンスを得るプロセスに参画した経験を持たないことである
(Borg, 2013)。実践の担い手のエビデンス・リテラシーの低さが，エビデンスを「つたえる」
過程の障害となり，恣意的に「つかう」結果を招く一因となっていると言える。 
 
２．研究の目的 
本研究の主たる目的は，(a)英語教育政策・実践の判断を裏づける妥当性の高いエビデンスを

産出すること，および(b)それをもとに，これまでの様々な研究・教育政策をエビデンスの観点
から評価し，それを実践現場へより効果的に伝達するモデルを構築すること，そして(c)英語教
員のエビデンスの産出・活用に関する意識を涵養することであった。 
 
３．研究の方法 
まず全体の予備的考察として，「エビデンス階層」の観点から英語教育研究・教育政策におけ

る「エビデンス」の現状を調査・整理し，特に 小学校英語を事例として因果効果を推定する枠
組みを検討した。上記(a)および(b)については，これまでの先進的取り組みの追跡調査を行い，
教育効果に関する継時的エビデンスを得る(エビデンスの産出パターン 1)と，厳密な統制に基づ
く質の高いエビデンスを得る実験・調査を実施する(エビデンスの産出パターン 2)の内，現実的
な実行可能性の観点から，後者の近似として中高生が授業中に行った活動の回顧と英語運用能
力の経年データを用いた回帰分析を行なった。(a)についてはさらに，共通成果変数の候補とし
て PK-Test (根岸・村越, 2013)による縦断的調査・分析を行った。(c)については，英語教員を対
象とするシンポジウムを開催し，本研究の成果をもとに，研究デザインやデータ解釈について
の講演・ワークショップを実施した。 
 
４．研究成果 
本研究では、これまで英語教育研究・教育政策で示されてきたエビデンスのレビューに基づ

いて、利用可能な「エビデンス階層」を探究した。具体的にはエビデンス階層・因果効果の推
定・一般化可能性の観点から小学校英語の政策研究について検証を行い、教室リサーチについ
ての課題の検討を行った。この成果は，第 47回中部地区英語教育学会長野大会(信州大学)課題
別研究プロジェクトにて「英語教育研究・教育政策における『エビデンス』の現状：エビデン
ス階層の観点から」、「因果効果を推定するとはどういうことか：小学校英語を事例として」、「標
準的測定モデルと共通変数の必要性：PKテストを例とした展望」の報告を行った。さらにエビ
デンス産出・評価・普及の前提となるデータ解釈の原則や研究デザインの要件について検討を
進め、関西学院大学大阪梅田キャンパスにて成果報告シンポジウムを開催し、英語教員・研究
者を対象に、「データ解釈の原則を考えよう」、「研究デザインのスタートラインで」と題する講
演・ワークショップを開催した。 
ついで、英語授業の実態および中高生の英語運用能力の経年データを用い、学校リスク研究

の知見・成果を参照しながら、エビデンスの産出・活用モデルの構築に取り組んだ。具体的に
は，信州大学・静岡大学の文部科学省委託事業「中学校・高等学校における英語教育の抜本的
改善のための指導方法等に関する実証研究」縦断データに基づく因果効果の推定を行い，中高
生が授業中に行った活動の回顧と外部検定試験のスコアの 1年間の差分同士による分析として
は，授業中の英語使用量の増加による英語運用能力への効果は認められなかった。その成果発
表として，第 48回中部地区英語教育学会静岡大会(静岡大学)にて内田良氏(名古屋大学)をパネ
リストの一人に招き、「英語教育における『エビデンス』:評価と活用」をテーマにシンポジウ
ムを開催した。200 名 以上の聴衆を得て、「どのように良いエビデンスを生み出すか?」、「エビ
デンスの魅力と魔力: 現場から離れた臨床研究を求めて」、「英語教育におけるエビデンス: 『問
い』の点から」の報告とともにエビデンス産出・評価・普及のモデルついて活発な意見交換を
行うことができた。また、その予備的検討として、 教師の授業中における英語使用について先
行研究の網羅的整理を行い、同学会にて自由研究発表報告を行った。 
さらに、エビデンスとしてどのような情報が提供されるべきかということに関して、公開・

事前登録制度の枠組みを議論し、英語教育の効果検証の枠組みを検討するため、外国語教育研
究における共通的成果変数の策定可能性を検討した。具体的には PK-Test (根岸・村越, 2013)



による中高生1500名以上×2時点のデータを収集し、分析作業を進めた。この成果については、
第 48 回中部地区英語教育学会石川大会(北陸大学太陽が丘キャンパス、2019 年 6 月)での報告
が決定している。また、研究成果報告の一環として、これまでの取り組みをまとめた書籍の刊
行に向けて準備作業を行った。 
本研究の学術的・社会的意義は、これまでの研究・実践の多くが，エビデンスを「つかう」

側に終始し， それを「つくる」，あるいは評価する立場を積極的に担ってはこなかった現状に
あって、国内の英語教育の政策的・実践的判断にエビデンスに基づく評価を与えた点、および
実証的なデータに基づいて産出・活用のモデルを構築することによって「エビデンスに裏打ち
された英語教育政策と実践」に対する基盤を得ようとした点に求められる。 
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